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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の燃料タンク内の蒸発燃料を吸着するキャニスタと、前記燃料タンク内の燃料
液面上部空間を前記キャニスタに接続するベーパ通路と、前記キャニスタと機関吸気通路
とを接続するパージ通路と、前記キャニスタと大気とを連通する大気ポートと、前記吸気
通路内の気体を前記パージ通路を介して前記キャニスタに供給する、機関の運転とは独立
して作動可能なパージポンプと、前記機関停止後に、前記パージポンプを作動させて機関
吸気通路内に滞留する燃料ベーパをキャニスタ内に供給するパージポンプ制御手段と、を
備え、
　前記パージポンプは逆転運転可能なポンプであり、前記パージポンプ制御手段は、前記
機関運転時には前記パージポンプを正転方向に運転することにより前記キャニスタ内の燃
料ベーパをパージ通路を介して機関吸気通路に供給し、機関停止後に機関吸気通路に滞留
する燃料ベーパをキャニスタ内に供給する場合には、前記パージポンプを逆転方向に運転
する、キャニスタパージシステム。
【請求項２】
　前記パージポンプは、前記パージ通路上に配置されている、請求項１に記載のキャニス
タパージシステム。
【請求項３】
　前記パージポンプは、前記キャニスタの大気ポートに接続されている、請求項１に記載
のキャニスタパージシステム。
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【請求項４】
　前記パージポンプ制御手段は、機関停止後の機関温度が予め定めた所定温度以下の場合
には前記パージポンプの作動を中止する、請求項１に記載のキャニスタパージシステム。
【請求項５】
　前記パージポンプ制御手段は、機関停止後のパージポンプの前記逆転方向運転を所定時
間継続した後パージポンプの作動を停止するとともに、前記所定運転時間を機関停止後の
機関温度が高いほど短く設定する、請求項１から３のいずれか１項に記載のキャニスタパ
ージシステム。
【請求項６】
　前記パージポンプ制御手段は、機関停止後所定の遅れ時間経過後に前記パージポンプの
作動を開始するとともに、前記所定遅れ時間を機関停止時の機関温度に基づいて設定する
、請求項１から３のいずれか１項に記載のキャニスタパージシステム。
【請求項７】
　前記パージポンプ制御手段は更に、機関停止後に機関停止時より機関温度が上昇した場
合には、機関温度の上昇に応じて前記パージポンプを作動させる請求項１から６のいずれ
か１項に記載のキャニスタパージシステム。
【請求項８】
　更に、機関停止後に前記パージポンプ制御手段によりパージポンプの前記逆転方向運転
を行い、前記パージ通路とキャニスタと燃料タンクとを含むパージ系の内圧を大気と所定
の圧力差が生じる値に調整し、その後パージ系を密閉するとともに、密閉後のパージ系内
圧の変化に基づいてパージ系の洩れの有無を判定する異常診断装置を備えた、請求項１に
記載のキャニスタパージシステム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、キャニスタパージシステムに関し、詳細にはパージポンプを備えたキャニスタ
パージシステムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
内燃機関の燃料タンク内の蒸発燃料（燃料ベーパ）の大気放出を防止するために、タンク
内の燃料ベーパを活性炭などの吸着剤を収容したキャニスタに導いて一旦吸着剤に吸着さ
せるエバポパージシステムが一般に知られている。このようなエバポパージシステムでは
、キャニスタ内の吸着剤が吸着した燃料ベーパで飽和することを防止するために、キャニ
スタと機関吸気通路とをパージ通路で接続し、機関運転中に大気をキャニスタを通して吸
気通路に吸入するようにしている。これにより、吸着剤に吸着された燃料ベーパが吸入空
気により脱離（パージ）され吸気とともに機関に吸入されて燃焼する。
【０００３】
すなわち、キャニスタを大気と機関吸気通路とに同時に連通させることにより吸気通路の
負圧により大気がキャニスタ内の吸着剤を通過してパージ通路から吸気通路に吸引され、
空気がキャニスタ内の吸着剤を通過する際に吸着剤に吸着された燃料ベーパが吸着剤から
脱離し、パージ通路からは空気と燃料ベーパとの混合気（パージガス）が吸気通路内に流
入する。吸気通路に流入した燃料ベーパは機関吸気とともに機関の燃焼室に吸入されるた
め、キャニスタからの燃料ベーパは大気に放出されることなく機関燃焼室で燃焼する。
【０００４】
ところが、通常のパージシステムでは機関吸気通路の負圧によりキャニスタからパージガ
スを吸入しているため、吸気通路に発生する負圧が小さい機関ではキャニスタのパージを
行うことができない問題がある。
例えば、気筒内に直接燃料を噴射する筒内燃料噴射弁を備え、気筒圧縮行程に気筒内に燃
料噴射を行い、点火プラグ近傍のみに可燃範囲の空燃比の混合気を成層させ、全体として
は理論空燃比より極めて高い空燃比での希薄燃焼運転を行う機関などでは、希薄燃焼運転
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時には原則としてスロットル弁による吸入空気量調節は行わない。
【０００５】
このため、希薄燃焼運転時にはスロットル弁はほぼ全開とされており、吸気通路には負圧
はほとんど発生しない。
このような機関では希薄燃焼運転時には吸気負圧を利用したキャニスタパージを行うこと
ができないため、例えば強制的にキャニスタ内の燃料ベーパを吸気通路にパージするパー
ジポンプが用いられる。
パージポンプを用いたキャニスタパージシステムの例としては、例えば特許第２９００７
０４号公報に記載されたものがある。
同公報のパージシステムは、吸気通路とキャニスタとを接続するパージ通路上に、キャニ
スタ内の燃料ベーパを強制的に吸入して吸気通路に送るパージポンプを設けた構成とされ
ている。同公報のパージシステムは、パージポンプから吐出されたパージガスの一部をパ
ージポンプの吸入側に環流させるようにしたことにより、吸気通路に供給されるパージガ
ス中の燃料ベーパ濃度の変動を抑制するようにしたものである。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
上記特許第２９００７０４号の装置は、機関運転中にキャニスタのパージを行うことによ
り、燃料ベーパがキャニスタに吸着されずに大気に放出されることを有効に防止している
。
しかし、上記特許第２９００７０４号の装置は機関運転中のキャニスタのパージは有効に
行えるものの、機関停止後の吸気通路からの燃料ベーパの放散は防止することができない
問題がある。
【０００７】
内燃機関の機関停止後には、種々の原因により機関吸気通路に燃料ペーパが発生する。例
えば、機関運転中に気筒燃焼室に供給された燃料が機関停止とともに燃焼しないまま気筒
内に滞留したような場合には、機関停止後に気筒内で燃料が蒸発し、燃料ペーパが発生す
る。従って、停止時に吸気弁が開弁している気筒があると、気筒から燃料ベーパが流出し
て吸気通路内に燃料ベーパが充満するようになる。また、機関運転中に吸気ポート壁面に
液状のまま付着した燃料が機関停止時に残留していると、機関停止後に壁面付着燃料が蒸
発し吸気通路内に燃料ベーパが形成される。更に、燃料噴射弁を有する機関では機関停止
後に燃料噴射弁内に滞留した燃料が吸気通路内にわずかに漏出し、吸気通路内で燃料ベー
パを形成する場合がある。
【０００８】
このように機関停止後に吸気通路内に燃料ベーパが発生すると、生成した燃料ベーパは吸
気通路内に充満し、更には吸気通路の開口（吸気口）から大気に漏出するようになり、燃
料ベーパ（炭化水素）による大気汚染が生じる原因となる場合がある。
上記問題に鑑み、本発明は機関運転中のみならず機関停止後の吸気通路からの燃料ベーパ
の大気放散を防止可能なキャニスタのパージシステムを提供することを目的としている。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　請求項１に記載の発明によれば、内燃機関の燃料タンク内の蒸発燃料を吸着するキャニ
スタと、前記燃料タンク内の燃料液面上部空間を前記キャニスタに接続するベーパ通路と
、前記キャニスタと機関吸気通路とを接続するパージ通路と、前記キャニスタと大気とを
連通する大気ポートと、前記吸気通路内の気体を前記パージ通路を介して前記キャニスタ
に供給する、機関の運転とは独立して作動可能なパージポンプと、前記機関停止後に、前
記パージポンプを作動させて機関吸気通路内に滞留する燃料ベーパをキャニスタ内に供給
するパージポンプ制御手段と、を備え、前記パージポンプは逆転運転可能なポンプであり
、前記パージポンプ制御手段は、前記機関運転時には前記パージポンプを正転方向に運転
することにより前記キャニスタ内の燃料ベーパをパージ通路を介して機関吸気通路に供給
し、機関停止後に機関吸気通路に滞留する燃料ベーパをキャニスタ内に供給する場合には
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、前記パージポンプを逆転方向に運転する、キャニスタパージシステムが提供される。
【００１０】
すなわち、請求項１の発明では機関吸気通路内に滞留した燃料ベーパをキャニスタに供給
するパージポンプが設けられている。パージポンプは、電動機などの機関運転とは独立し
て作動可能な駆動源に駆動され、機関停止後も作動可能である。このため、機関停止後に
吸気通路内に発生した燃料ベーパはパージポンプを作動させることによりキャニスタに送
られ、キャニスタ内の吸着剤に吸着される。これにより、機関停止後の吸気通路からの燃
料ベーパの放散が防止される。
【００１２】
　また、請求項１の発明では、パージポンプは、正転運転と逆転運転との両方が可能なポ
ンプとされる。機関運転中にパージポンプを正転運転すると、ポンプを通る気体の流れ方
向はキャニスタ内の燃料ベーパを吸気通路に流す方向となり、キャニスタのパージが行わ
れる。また、機関停止後にパージポンプを逆転運転すると、ポンプを通る気体の流れは吸
気通路からキャニスタに向う方向となり、吸気通路内に滞留した燃料ベーパがキャニスタ
に吸着される。これにより、単一のパージポンプで機関運転中のみならず機関停止後の燃
料ベーパの大気放出を防止することが可能となる。
【００１３】
　請求項２に記載の発明によれば、前記パージポンプは、前記パージ通路上に配置されて
いる、請求項１に記載のキャニスタパージシステムが提供される。
【００１４】
　すなわち、請求項２の発明ではパージポンプは吸気通路とキャニスタとを接続するパー
ジ通路上に配置されている。この場合は、ポンプの正転運転中はキャニスタ内の燃料ベー
パはパージ通路上のポンプ内を通って吸気通路に送られ、ポンプの逆転運転中は吸気通路
内の燃料ベーパはポンプ内を逆方向に流れてキャニスタに送られる。
【００１５】
　請求項３に記載の発明によれば、前記パージポンプは、前記キャニスタの大気ポートに
接続されている、請求項１に記載のキャニスタパージシステムが提供される。
【００１６】
　すなわち、請求項３の発明ではパージポンプはキャニスタの大気ポートに接続されてい
る。この場合にはポンプの正転運転中は大気がパージポンプによりキャニスタ内に圧送さ
れ、キャニスタに吸着された燃料ベーパを脱離させてパージ通路から吸気通路内に流入す
る。また、ポンプの逆転運転が行われると、キャニスタにより燃料ベーパを除去された後
の空気がキャニスタから吸引されキャニスタ内が負圧になる。これにより、吸気通路内に
滞留した燃料ベーパがパージ通路からキャニスタに流入するようになる。
【００１７】
　請求項４に記載の発明によれば、前記パージポンプ制御手段は、機関停止後の機関温度
が予め定めた所定温度以下の場合には前記パージポンプの作動を中止する、請求項１から
３のいずれか１項に記載のキャニスタパージシステムが提供される。
【００１８】
　すなわち、請求項４の発明では機関停止後の機関温度が所定温度以下の場合にはパージ
ポンプの作動を停止する。機関温度が低い場合には吸気通路壁面温度もそれに応じて低く
なっている。このため、機関温度が低い場合には吸気通路内の燃料の蒸気圧も低くなり吸
気通路内に残留した燃料の蒸発が生じにくくなる。この状態では吸気通路から外部にはほ
とんど燃料ベーパが放出されなくなるため、パージポンプを停止しても燃料ベーパの大気
放散は生じない。従って、本発明では機関温度が燃料ベーパの大気放出を生じない程度ま
で低下している場合にはパージポンプを停止することによりポンプ駆動エネルギーを低減
することが可能となっている。なお、機関温度は、例えば吸気通路壁面温度を直接計測す
ることにより検出することも可能であるが、冷却水温度、吸気温度、或は吸気通路内の吸
気温度等を機関温度などのいずれか１つまたはそれ以上を検出し機関温度を表すパラメー
タとして用いるようにしても良い。
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【００１９】
　請求項５に記載の発明によれば、前記パージポンプ制御手段は、機関停止後のパージポ
ンプの作動を所定時間継続した後パージポンプを停止するとともに、前記所定運転時間を
機関停止後の機関温度が高いほど短く設定する、請求項１から３のいずれか１項に記載の
キャニスタパージシステムが提供される。
【００２０】
　すなわち、請求項５の発明では実際に吸気通路に燃料ベーパが発生している間だけパー
ジポンプを運転する。吸気通路内の燃料ベーパの発生は機関停止後の機関温度が高いほど
発生量が多くなる。このため、停止後の機関温度が高い場合には比較的短時間で吸気通路
内に残留した燃料が蒸発して燃料ベーパとなる。このため、機関停止後パージポンプを作
動させた場合には機関温度が高いほど短時間で吸気通路内に残留した燃料の全量が燃料ベ
ーパの形でキャニスタに吸着され、その後は吸気通路内に燃料ベーパが発生しなくなる。
本発明では、吸気通路内に燃料ベーパが発生している間だけパージポンプを運転すること
により、ポンプ駆動エネルギーを低減することが可能となっている。
【００２１】
　請求項６に記載の発明によれば、前記パージポンプ制御手段は、機関停止後所定の遅れ
時間経過後に前記パージポンプの作動を開始するとともに、前記所定遅れ時間を機関停止
時の機関温度に基づいて設定する、請求項１から３のいずれか１項に記載のキャニスタパ
ージシステムが提供される。
【００２２】
　すなわち、請求項６の発明ではパージポンプは吸気通路に発生した燃料ベーパが実際に
パージ通路と吸気通路との接続部に到達するタイミングで運転が開始される。パージポン
プはパージ通路を介して吸気通路内から燃料ベーパを吸入する。しかし、燃料ベーパは主
に吸気通路の吸気ポート近傍で発生するのに対して、吸気通路とパージ通路との接続部（
パージ口）は吸気ポートから離れた位置にあるため、吸気ポート近傍で発生した燃料ベー
パがパージ口まで到達するまでに遅れ時間が生じる。この遅れ時間は、例えば機関温度が
高く機関停止後に燃料ベーパが急激かつ多量に発生する場合には短く、機関温度が低く燃
料ベーパの発生量が少ない場合には長くなる。本実施形態では、機関停止時の機関温度に
基づいてパージポンプ作動の遅れ時間を設定することにより、実際に燃料ベーパがパージ
口に到達したタイミングでパージポンプの作動を開始することができる。これにより、パ
ージポンプを真に必要なタイミングで作動させることが可能となり、ポンプの駆動エネル
ギーを低減することが可能となる。
【００２３】
　請求項７に記載の発明によれば、前記パージポンプ制御手段は更に、機関停止後に機関
停止時より機関温度が上昇した場合には、機関温度の上昇に応じて前記パージポンプを作
動させる請求項１から６のいずれか１項に記載のキャニスタパージシステムが提供される
。
【００２４】
　すなわち、請求項７の発明では、機関停止後に機関温度が上昇した場合にパージポンプ
の逆転方向運転を行う。例えば、機関停止時の機関温度が低かった場合には、吸気ポート
に滞留した燃料のうち多くの部分は蒸発しないで吸気ポートに残留する。このため、仮に
機関停止時にパージポンプを作動させても吸気ポートに残留する燃料をなくすことはでき
ない。しかし、低温時に吸気ポートに残留した燃料も、例えば気温の上昇や直射日光の輻
射熱などにより機関温度（吸気ポートの温度）が機関停止時より高くなると、蒸発して燃
料ベーパになり吸気通路から大気に漏出する場合がある。本発明は、この機関温度上昇に
よる燃料ベーパの放出を防止するために、機関温度が機関停止時より上昇した場合には、
温度上昇に応じてパージポンプを作動させる。ここで、「温度上昇に応じてパージポンプ
を作動させる」とは、温度がある上昇幅だけ上昇した場合にパージポンプの作動を開始す
ることのみならず、例えば温度の上昇幅に応じてポンプの作動継続時間を変えること、或
は、機関停止後所定の上昇幅だけ機関温度が上昇する毎にパージポンプを作動させること
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をも含んでいる。本発明では、上記のように機関停止時からの機関温度上昇に応じてパー
ジポンプを作動させることにより、機関停止時に機関温度が低く比較的多量の燃料が液体
のまま吸気ポートに残留した場合にも、燃料ベーパの大気放出を確実に防止することが可
能となる。
【００２５】
　請求項８に記載の発明によれば、更に、機関停止後に前記パージポンプ制御手段により
パージポンプの前記逆転方向運転を行い、前記パージ通路とキャニスタと燃料タンクとを
含むパージ系の内圧を大気と所定の圧力差が生じる値に調整し、その後パージ系を密閉す
るとともに、密閉後のパージ系内圧の変化に基づいてパージ系の洩れの有無を判定する異
常診断装置を備えた、請求項１に記載のキャニスタパージシステムが提供される。
【００２６】
　すなわち、請求項８の発明では機関停止後にパージ系の洩れの有無を判定する際に、パ
ージポンプを逆転方向運転することにより大気とパージ系との圧力差を生じさせる。例え
ば、パージ系の洩れの有無を検出する場合にはパージ系内圧を大気圧との差圧が生じる負
圧または正圧に調整してから密閉し、洩れを通じてのパージ系内部への空気の侵入または
内部から大気への気体の流出によるパージ系内圧変化を計測する異常診断操作が行われる
。この場合、パージポンプを逆転方向運転してパージ系と大気とに差圧を生じさせること
により、異常診断により吸気系にパージ系内の燃料ベーパが侵入することが防止される。
例えば、パージ通路にパージポンプを配置した構成では、パージポンプの逆転方向運転を
行うことにより吸気通路から空気を吸入しキャニスタに圧送することになりパージ系内が
正圧になる。また、大気ポートに接続したパージポンプを有する構成では、キャニスタ内
の空気を大気に放出することによりキャニスタ内を負圧にする。このため、どちらの場合
もパージポンプの逆転運転時に吸気通路からキャニスタに向う流れが生じるようになり、
異常診断実施時にキャニスタ、或はパージ系内の燃料ベーパが吸気通路に侵入することが
ない。
【００２７】
【発明の実施の形態】
以下、添付図面を用いて本発明の実施形態について説明する。
図１は本発明を自動車用内燃機関のパージシステムに適用した実施例の概略構成を示す図
である。図１において、１００は内燃機関本体、１は内燃機関１００の吸気通路、３は吸
気通路１に配置されたエアクリーナを示す。吸気通路１には運転者のアクセルペダル（図
示せず）の操作に応じた開度をとるスロットル弁６が設けられている。本実施形態では、
機関１００は希薄空燃比運転可能な機関とされ、特定の運転領域ではリーン空燃比の燃焼
を行う。
【００２８】
リーン空燃比の運転時には、燃料噴射弁１０１から気筒内に圧縮行程時に燃料を噴射し、
気筒内の点火プラグ（図示せず）近傍のみに可燃空燃比の混合気を成層させ、この成層混
合気に点火する。これにより、気筒内に供給される空気と燃料との比（空燃比）が理論空
燃比より極めて高い（リーンな）燃焼が可能となる。機関１００の希薄空燃比運転時には
、スロットル弁６はほぼ全開に近い開度とされ、吸気絞り損失が低減される。このため、
希薄空燃比運転時には吸気通路１のスロットル弁６下流側にはほとんど負圧が発生しない
。
【００２９】
図１に１１で示すのは機関の燃料タンクである。タンク１１内の燃料油はフュエルポンプ
７０により昇圧され、フィード配管７１を介して機関１００の各気筒の燃料噴射弁１０１
に圧送される。
燃料タンク１１には、タンク内への給油のための給油管１１１が設けられている。また、
タンク１１の上部には、後述するキャニスタ１０にタンク１１内の燃料油液面上部空間を
接続するベーパ通路としてのブリーザ配管１３が接続されている。
【００３０】
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ブリーザ配管１３とタンク１１との接続部にはベントバルブ１３１とそれぞれフロート弁
からなるＣＯＶ（ＣＵＴ　ＯＦＦ　ＶＡＬＶＥ）１３２とＲＯＶ（ＲＯＬＬ　ＯＶＥＲ　
ＶＡＬＶＥ）１３３とが設けられている。ベントバルブ１３１は、燃料タンク１１内圧が
ブリーザ配管１３内圧よりわずかに高くなると開弁し、ブリーザ配管１３を通してタンク
１１内の燃料ベーパを含む空気をキャニスタに流すようにされている。
【００３１】
また、ＲＯＶ１３３は、給油時の液面上昇により閉弁し、ベントバルブ１３１と燃料タン
ク１１との接続を遮断する。また、ＲＯＶ１３３は、車両転倒時等にベントバルブ１３１
とタンク１１との接続部を閉鎖し、ブリーザ配管１３を介して大量の燃料油が外部に洩れ
ることを防止する機能を有している。
ＣＯＶ１３２はＲＯＶ１３３と並列に配置されており、ＲＯＶ１３３より更に液面が上昇
したときにベントバルブ１３１とタンク１１との連通を遮断する。ＣＯＶ１３２は、給油
中の液面上昇時にはＲＯＶ１３３閉弁後も開弁してタンク１１とベントバルブ１３１とを
連通するが、車両旋回による液面の動揺によりＣＯＶ１３２位置まで液面が到達したよう
な場合、及び車両転倒時等には閉弁し、ベントバルブ１３１を通って燃料油がブリーザ配
管１３に侵入することを防止する機能を有する。
【００３２】
図１に３０で示すのは、機関の電子制御ユニット（ＥＣＵ）である。ＥＣＵ３０は、ＲＯ
Ｍ（リードオンリメモリ）、ＲＡＭ（ランダムアクセスメモリ）、ＣＰＵ（マイクロプロ
セッサ）及び入出力ポートを互いに双方向性バスで接続した公知の構成のマイクロコンピ
ュータからなり、機関の燃料噴射制御等の基本制御を行う他、本実施例では後述するパー
ジシステムの故障診断操作を行う。
【００３３】
上記制御のため、ＥＣＵ３０の出力ポートは図示しない駆動回路を介して機関１００の燃
料噴射弁１０１に接続され、燃料噴射弁からの燃料噴射量を制御している他、後述するパ
ージ制御弁１５のアクチュエータ、ＣＣＶ（ＣＡＮＩＳＴＥＲ　ＣＬＯＳＵＲＥ　ＶＡＬ
ＶＥ）１７のアクチュエータにそれぞれ接続され、これらの弁の作動を制御している。
また、ＥＣＵ３０の入力ポートには、機関の回転数、吸入空気量、機関冷却水温度等を表
す信号が、それぞれ図示しないセンサから入力されている他、燃料タンク１１に設けられ
た圧力センサ３３から燃料タンク１１の液面上部空間の圧力に対応する信号が入力されて
いる。
【００３４】
図１に１０で示すのは燃料タンク内の燃料ベーパを吸着するキャニスタである。キャニス
タ１０はブリーザ配管１３により燃料タンク１１の燃料液面上部空間と、また、パージ通
路としてのパージ配管１４により吸気通路１と、それぞれ接続されている。図１に１５で
示すのは、パージ配管１４と吸気通路１との接続部に配置されたパージ制御弁１５である
。パージ制御弁１５はソレノイドアクチュエータなどの適宜な形式のアクチュエータを備
え、ＥＣＵ３０からの信号により開弁し、キャニスタ１０と吸気通路１とを連通する。
【００３５】
キャニスタ１０は、内部に活性炭などの燃料ベーパ吸着剤５０を収容する容器からなり、
キャニスタ１０にはブリーザ配管１３、パージ配管１４及び大気連通管１８が接続されて
いる。
大気連通管１８の他端は、タンク１１の給油口近傍に開口しており、大気連通管１８上に
はエアフィルター１９と前述したＣＣＶ１７とが設けられている。エアフィルタ１９はパ
ージ実行時に大気連通管１８からキャニスタ１０内に流入する空気中の異物を除去するも
のである。ＣＣＶ１７は、ソレノイドアクチュエータなどの適宜な形式のアクチュエータ
を備え、ＥＣＵ３０からの制御信号に応じて大気連通管１８とキャニスタ１１との連通を
遮断するものである。
【００３６】
また、パージ配管１４上にはパージポンプ２０が設けられている。
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パージポンプ２０は、例えばタービンポンプ（いわゆるウエスコポンプ）等のように回転
方向により吸入、吐出の方向が逆になる形式のポンプとされている。
【００３７】
本実施形態では、パージポンプ２０は電動機等の、機関の運転とは独立して作動可能な駆
動源（図示せず）を備えており、機関停止後にも運転可能とされている。また、パージポ
ンプ２０の駆動源は、逆転可能な形式とされ、パージポンプ２０の回転方向を正転方向（
キャニスタ１０側からパージ弁１５側に気体を送る方向）と逆転方向（パージ弁１５側か
らキャニスタ１０側に気体を送る方向）とに切換え可能としている。
【００３８】
次に、本実施例におけるパージポンプ２０の機能について説明する。
機関停止中等のように吸気通路１にパージガスを供給できない状態では、パージ制御弁１
０は閉弁され、キャニスタ１０のＣＣＶ１７は開弁状態に保持される。この状態で燃料の
蒸発により燃料タンク１１内圧が上昇してベントバルブ１３１の開弁圧力に到達するとベ
ントバルブ１３１が開弁する。これにより、燃料タンク１１の液面上部空間からブリーザ
配管１３を介して燃料蒸気と空気との混合気がキャニスタ１０内に流入し、キャニスタ１
０内の吸着剤５０を通過してＣＣＶ１７から大気連通管１８に流入する。混合気中の燃料
ベーパは吸着剤５０を通過時に吸着剤に吸着されるため、大気連通管１８からはキャニス
タ１０内の吸着剤５０により燃料蒸気を除去された後の空気のみが放出されるようになる
。これにより、燃料ベーパの大気放出が防止される。
【００３９】
吸着剤５０に吸着された燃料ベーパ量が増大すると吸着剤５０が燃料ベーパで飽和してし
まい、それ以上蒸発を吸着できなくなるため、本実施形態では機関運転中にパージを行い
吸着剤５０から吸着した燃料ベーパを脱離（パージ）させる。
通常の機関では、キャニスタ１０のパージは、機関１００の運転中にＣＣＶ１７とパージ
制御弁１５との両方を開弁し、空気をキャニスタ１０内に導入することにより行う。すな
わち、通常の機関では機関運転中、吸気通路１のスロットル弁６下流側には負圧が発生し
ているため、機関運転中にパージ制御弁１５を開弁するとキャニスタ１０内にはパージ配
管１４を介して吸気通路１の負圧が作用し、キャニスタ内圧は大気圧より低くなる。
【００４０】
このため、パージ制御弁１５が開弁すると、ＣＣＶ１７を介して、大気連通管１８からフ
ィルタ１９により異物を除去された清浄な空気がキャニスタ１０内に流入する。この空気
はキャニスタ１０内のの吸着剤５０を通過時に吸着した燃料ベーパを吸着剤から離脱させ
、燃料ベーパと空気との混合ガス（パージガス）となってパージ配管１４からパージ制御
弁１５を通って機関吸気通路１に流入する。これにより、パージガスは吸着剤５０からパ
ージされて機関燃焼室で燃焼し、吸着剤５０が燃料ベーパで飽和することが防止される。
【００４１】
ところが、本実施形態では希薄空燃比燃焼を行う機関１００が使用されており、機関１０
０の希薄空燃比燃焼運転中には吸気通路に負圧がほとんど発生しない。従って、機関１０
０の希薄空燃比燃焼運転中は吸気通路の負圧でパージガスを吸気通路内に吸入することが
困難となる。このため、本実施形態ではキャニスタのパージを行うためにパージ配管１４
上にパージポンプ２０を配置している。機関運転中、パージポンプ２０は正転方向に駆動
され、キャニスタ内のパージガスを吸入、昇圧してパージ配管１４から吸気通路１に圧送
する。これにより、大気連通管１８からＣＣＶ１７を通ってキャニスタ１０内に空気が吸
入され、吸着剤５０から燃料ベーパをパージする。従って、吸気通路に負圧がほとんど発
生しない希薄燃焼運転時にもキャニスタ１０のパージが正常に行われ、吸着剤５０が燃料
ベーパで飽和することが防止されるようになる。
【００４２】
なお、後述するように、パージ配管１４上にパージポンプを設ける代りに大気連通管１８
にエアポンプを設け、空気をキャニスタ内に圧送して吸着剤５０のパージを行い、パージ
ガスを吸気通路１に排出するようにすることも可能である。上記のように、パージシステ
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ムは燃料タンク１１で発生した燃料ベーパの大気への放出を防止することが可能であるが
、吸気通路、特に機関停止後吸気通路内に発生する燃料ベーパの大気への放出を防止する
ことはできない。
【００４３】
例えば、機関運転中、燃料噴射弁５から噴射された燃料の一部は吸気ポート壁面に液状の
まま付着して、壁面付着燃料を形成している。この壁面付着燃料は機関停止後徐々に蒸発
して燃料ベーパとなる。また、機関停止中には燃料噴射弁内に保持された燃料がわずかな
がら燃料噴射弁から吸気ポートに漏れだす、いわゆる燃料噴射弁の油密漏れが生じる場合
があり、油密漏れにより吸気ポートに流出した燃料は、壁面付着燃料と同様に機関停止中
に蒸発して燃料ベーパとなる。このため、機関停止後には、吸気ポートで発生する燃料ベ
ーパが吸気通路１に充満するようになる。
機関停止中に吸気通路１に燃料ベーパが充満すると、燃料ペーパは吸気通路１から、エア
クリーナ３のフィルタエレメントを通過して大気に流出するようになり、大気汚染の原因
となる場合がある。
【００４４】
以下に説明する各実施形態では、上述したパージポンプ２０を用いて機関停止後の吸気通
路１からの大気への燃料ベーパ放出を防止している。
以下、図１のキャニスタパージシステムにおける、パージポンプ２０を用いた機関停止後
のベーパ放出防止操作（以下、単に「ベーパ放出防止操作」という）の実施形態について
説明する。
【００４５】
（１）第１の実施形態
まず、本発明のベーパ放出防止操作の最も基本的な実施形態について説明する。
本実施形態では、機関停止後予め定めた一定時間パージポンプ２０を逆転方向に運転する
。また、パージポンプ２０を逆転運転させている間はパージ制御弁１５を全開状態に維持
し、一定時間経過後パージポンプ２０を停止するとともに、パージ制御弁１５を全閉にす
る。また、ＣＣＶ１７は機関停止後全開に維持される。これにより、パージポンプ２０は
吸気通路１内の気体（燃料ベーパと空気との混合気）をパージ配管１４を介して吸入し、
パージ配管１４を介してキャニスタ１０に圧送する。
【００４６】
キャニスタ１０に送られた気体中の燃料ベーパは吸着剤５０により吸着され、燃料ベーパ
を含まない空気のみがＣＣＶ１７と大気連通管１８とを通って大気に放出される。すなわ
ち、吸気通路１内に発生した燃料ベーパがパージポンプ２０によりキャニスタ１０に送ら
れ、吸着剤５０に吸着されるようになり、機関１００停止後に吸気通路１から大気に燃料
ベーパが放出されることが防止される。
なお、機関停止後のパージポンプ２０逆転運転の時間は吸気通路１内に発生する燃料ベー
パの全量を吸入するのに充分な一定時間に予め設定されている。
【００４７】
図２は、本実施形態の上記ベーパ放出防止操作を具体的に説明するフローチャートである
。本操作は、ＥＣＵ３０により一定時間毎に実行されるルーチンとして行われる。
図２の操作では、まずステップ２０１で現在機関が停止しているか否かが判定される。現
在機関が停止していない場合、すなわち現在機関が運転中である場合には、ステップ２０
３に進みパージポンプの通常の制御（正転方向運転）が行われ、キャニスタの通常のパー
ジが行われるとともに、ステップ２０５では計時カウンタＣＴの値がゼロにリセットされ
る。
【００４８】
ステップ２０１で現在機関が停止していた場合には、次にステップ２０７に進み、上記カ
ウンタＣＴの値が１増大される。カウンタＣＴは機関の運転中はステップ２０５で常にゼ
ロにリセットされているため、ステップ２０７で増大後のＣＴの値は機関停止時からの経
過時間に対応するようになる。
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そして、ステップ２０９では増大後のカウンタＣＴの値が予め定めた一定値Ａに到達した
か否か、すなわち機関停止時からカウンタ値Ａに相当する所定の時間が経過したか否かが
判断される。また、ステップ２１１では、機関停止後上記所定時間が経過するまでパージ
ポンプ２１１は逆転方向に運転されるとともに、パージ制御弁１５は全開に維持される。
【００４９】
これにより、機関停止後吸気通路１内に発生した燃料ベーパはパージポンプ２０によりキ
ャニスタ１０に送られ吸着剤５０に吸着される。一方、ステップ２０９で機関停止からの
経過時間が上記所定時間に到達した場合には次にステップ２１３が実行され、パージポン
プ２０の運転が停止されるとともにパージ制御弁１５が閉弁される。
ステップ２０９におけるカウンタ値Ａは、機関停止後吸気通路１内の燃料が全てベーパに
なりパージポンプ２０により吸気通路内からキャニスタ１０に送られるのに必要な時間に
対応する値に設定されている。この値は、吸気通路１や機関の形式により異なるため、詳
細には実際の機関と吸気通路とを用いた実験により設定することが好ましい。
【００５０】
（２）第２の実施形態
次に、本発明のベーパ放出防止操作の第２の実施形態について説明する。
本実施形態では、第１の実施形態と同様機関停止後一定時間パージポンプを逆転方向に運
転して吸気通路の燃料ベーパをキャニスタに吸着させる。しかし、本実施形態では機関冷
却水温度が所定値Ｔ０以下である場合にはパージポンプの運転を開始せず、また、パージ
ポンプ運転中に冷却水温度が上記所定値Ｔ０以下になった場合にはパージポンプの運転を
停止する点が第１の実施形態と相違している。
【００５１】
機関温度が低下すると、吸気通路内に残留した燃料は蒸発しにくくなり吸気通路内の燃料
ベーパ濃度は低くなる。この状態ではパージポンプを運転しても吸気通路内の燃料ベーパ
を効率的に吸入することができず、パージポンプの駆動エネルギーが無駄に消費されるの
みならず、キャニスタ１０に吸着された燃料ベーパがパージポンプ２０から送られる吸気
通路内の空気によりパージされてしまい、大気連通管１８から放出される可能性がある。
また、この状態では仮に放置したところで吸気通路内の燃料ベーパ濃度は低く、吸気通路
から大気に燃料ベーパが放出されることはない。
【００５２】
そこで、本実施形態では機関温度を代表するパラメータとして冷却水温度ＴＨＷを検出し
、ＴＨＷが所定温度Ｔ０以下である場合にはパージポンプを停止することにより無駄な動
力の消費を防止している。
【００５３】
図３は、本実施形態のベーパ放出操作を具体的に示すフローチャートである。本操作はＥ
ＣＵ３０により一定時間毎に実行されるルーチンとして行われる。
図３の操作は、ステップ３０７と３０９が付加されている点のみが図２の操作と相違して
いる。すなわち、本実施形態ではステップ３０７で機関冷却水温度ＴＨＷを読込み、ステ
ップ３０９でＴＨＷが所定値Ｔ０（Ｔ０は、燃料蒸気圧が低下して吸気通路内の燃料から
のベーパが外部に洩れなくなる程度の低い温度であり、例えば冷却水温度で１０℃程度に
設定される）以下である場合には、直ちにステップ３１７に進みパージポンプ２０の運転
を停止するとともにパージ制御弁１５を全閉にする。そして、冷却水温度ＴＨＷがＴ０よ
り高い場合のみステップ３１１以下の操作を行い、一定時間が経過するまでパージポンプ
２０を運転する。図３のステップ３０１から３０５、及びステップ３１１から３１７の操
作は、図２ステップ２０１から２０５、及びステップ２０７から２１３と同一の操作であ
るので、ここでは説明を省略する。
本実施形態では、上記操作により吸気通路からの燃料ベーパ放出を生じることなく、パー
ジポンプの駆動エネルギーの消費を低減することが可能となる。
【００５４】
（３）第３の実施形態
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次に、本発明のベーパ放出防止操作の第３の実施形態について説明する。
前述の第１の実施形態では、機関停止と同時にパージポンプの運転を開始し、常に一定の
時間だけパージポンプを運転していた。しかし、実際には吸気通路での燃料ベーパの発生
量は機関温度、特に機関停止時の機関温度に影響される。
【００５５】
例えば、機関停止時の機関温度が高い場合には機関停止後急激に吸気ポートに残留した燃
料が気化するため短時間で多量の燃料ベーパが発生する。また、パージ配管１４は吸気通
路１に吸気ポートから比較的離れた位置で接続されているため、吸気ポートで発生した燃
料ベーパがパージ配管１４接続部まで到達するのは機関停止からある時間が経過してから
になるが、この燃料ベーパ到達までの時間は、燃料ベーパの発生量が多いほど短くなる。
また、機関が高温であるほど燃料ベーパの発生量（発生速度）が大きいため、吸気ポート
に残留した燃料は短時間で完全に気化する。
【００５６】
これに対して、機関停止時の機関温度が低い場合には停止前に燃料噴射量の暖機増量が行
われており吸気ポート壁面に付着した燃料量が高温時より多くなっている。更に、機関が
低温であるためこの燃料の気化速度は高温時より遅く全量が気化するのには長い時間を要
する。また、パージ配管１４の吸気通路接続部に吸気ポートで発生した燃料ベーパが到達
するのも高温時に較べて遅くなる。
【００５７】
そこで、本実施形態では、機関停止後直ちにパージポンプの運転を開始せず、機関停止か
らある遅れ時間Ｂが経過してからパージポンプの運転を開始するようにしている。この遅
れ時間は、吸気ポートで発生した燃料ベーパがパージ配管１４の接続部に到達し、パージ
ポンプ２０に実際に燃料ベーパが吸入されるようになるまでの時間に対応しており、上述
の理由から機関停止時の機関温度（冷却水温度）が高いほど短く設定される。
また、機関停止時の機関温度が高いほど燃料の全量が気化する時間が短くなるため、パー
ジポンプ２０の運転継続時間も機関停止時の機関温度（冷却水温度）が高いほど短く設定
される。
【００５８】
これにより、本実施形態ではパージポンプ２０を真に必要とされるタイミングと時間とで
運転することが可能となり、パージポンプの駆動エネルギーが無駄に消費されることを防
止することが可能となっている。
【００５９】
図４は、本実施形態のベーパ放出防止操作を具体的に説明するフローチャートである。本
操作は、ＥＣＵにより一定時間毎に実行されるルーチンとして行われる。
図４の操作では、まずステップ４０１で機関の冷却水温度ＴＨＷが読込まれる。そして、
ステップ４０３では、現在機関が停止しているか否かが判定され、機関が運転中であった
場合にはステップ４０５に進み、ステップ４０１で読込んだ冷却水温度ＴＨＷをＴＨＷ０

として記憶する。そして、その後ステップ４０７では通常のパージポンプ制御を行うとと
もに、ステップ４０７で計時カウンタＣＴをリセットするのは図２、図３の操作と同様で
ある。ステップ４０５では機関が運転中である場合のみ、常に最新の冷却水温度がＴＨＷ

０として記憶されることになるため、機関停止後のＴＨＷ０の値は機関停止時の冷却水温
度を表すことになる。
【００６０】
ステップ４０３で機関が停止していた場合には、次にステップ４１１でステップ４０１で
読込んだ現在の冷却水温度（機関停止時の冷却水温度ではない）が所定値Ｔ０（Ｔ０≒１
０℃）より高いか否かを判定し、Ｔ０以下であった場合にはステップ４２１に進み、パー
ジポンプ２０の運転を停止するとともにパージ制御弁１５を全閉にする。すなわち、本実
施形態においても上記第２の実施形態と同様、機関停止後の機関温度が低い場合にはパー
ジポンプ２０の運転を行わない。
【００６１】
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ステップ４１３でＴＨＷ＞Ｔ０であった場合には、次にステップ４１３でポンプ２０の運
転開始タイミングと停止タイミングとが、ステップ４０５で記憶した機関停止時の冷却水
温度ＴＨＷ０に基づいて決定される。
パージポンプ２０の運転開始と停止のタイミングは、前述の各実施形態と同様にカウンタ
ＣＴの値として設定される。図５は、機関停止時の冷却水温度ＴＨＷ０とパージポンプ２
０運転開始カウンタ値Ｂ及び運転停止カウンタ値Ｃとの関係を示す図である。
【００６２】
図５に示すように、カウンタ値ＢとＣ（ここで、Ｂ＜Ｃ）とはともに機関停止時の冷却水
温度ＴＨＷ０が高いほど小さな値に設定されるが、ＣとＢとの差もＴＨＷ０が高いほど小
さくなるようにされている。すなわち、これにより、機関停止時の冷却水温度が高いほど
、機関停止後パージポンプ２０の運転が開始されるまでの時間Ｂは短くなり、かつ、パー
ジポンプ２０の運転時間（Ｃ－Ｂ）も短くなるため、真に必要な期間だけパージポンプ２
０を運転することが可能となる。
【００６３】
上記によりカウンタ値ＢとＣとを決定後、ステップ４１５ではカウンタＣＴの値を１だけ
増大する。本実施形態においても、ＣＴの値は機関停止からの経過時間を表すのは前述の
各実施形態と同様である。
そして、ステップ４１７から４２３では、カウンタＣＴの値がＢ＜ＣＴ≦Ｃの場合のみ、
パージポンプ２０を運転するとともにパージ制御弁１５を開弁保持する。また、ＣＴ＜Ｂ
及びＣＴ＞Ｃの場合にはパージポンプ２０を停止しパージ制御弁１５を閉弁する。これに
より、パージポンプ２０は機関停止後カウンタ値Ｂに相当する時間が経過したときに運転
を開始し、カウンタ値Ｂに相当する時間が経過したときに停止するようになり、真に必要
な期間のみパージポンプ２０が運転される。
【００６４】
（４）第４の実施形態
次に、本発明の第４の実施形態について説明する。
前述の各実施形態では、機関停止時に１度だけパージポンプの運転を行って吸気通路から
燃料ベーパをキャニスタに回収している。しかし、機関停止時の機関温度が高く、吸気ポ
ートに残留した燃料の全量がベーパーとして回収される場合を除き、吸気ポートにはパー
ジポンプ運転停止後も蒸発しなかった燃料が残留する。前述したように、この残留燃料は
機関温度が高くならない限り燃料ベーパとして大気に放出されることはない。
【００６５】
しかし、機関停止後の気温変化や直射日光の影響などにより機関温度が上昇すると、吸気
ポートに残留した燃料が蒸発して燃料ベーパが大気に放出される場合がある。
本実施形態では、機関停止直後にパージポンプの運転を行って燃料ベーパのキャニスタへ
の回収を行った場合であっても、機関停止中に機関温度が停止時の温度より高くなった場
合には温度上昇に応じて再度パージポンプを運転して燃料ベーパをキャニスタに回収する
。これにより、機関停止後に機関温度が上昇した場合にも燃料ベーパが吸気通路から大気
に放出されることが防止される。
【００６６】
図６、図７は本実施形態のベーパ放出防止操作を具体的に説明するフローチャートである
。本操作はＥＣＵ３０により一定時間毎に実行される。
図６ステップ６０１から６２５は機関停止直後のパージポンプ２０運転操作を示している
。図６の操作は図４の操作と略同様の操作であるが、ステップ６０９、６１３、６２５の
フラグＸＳの操作が加わっている点が相違する。
【００６７】
すなわち、本実施形態においても、機関停止時の冷却水温度をＴＨＷ０として記憶し（ス
テップ６０５）、このＴＨＷ０に基づいてパージポンプ２０の運転開始タイミングＢと運
転停止タイミングＣとを図５の関係に基づいて決定する（ステップ６１５）。そして、機
関停止後カウンタＣＴの値がＢに到達するとパージポンプ２０の運転（及びパージ制御弁
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１５の開弁）を開始し（ステップ６２７、６２９）、Ｃに到達するとパージポンプ２０の
運転を停止する（ステップ６１９、６２１）。また、冷却水温度ＴＨＷが所定値Ｔ０以下
の場合にはパージポンプ２０の運転を行わない点（ステップ６１１、６２１）も図４の操
作と同様である。
【００６８】
しかし、図６の操作では、ステップ６１３でフラグＸＳの値を判定してＸＳ＝１の場合に
はステップ６１７以下を実行することなく図７ステップ６３１に進む点が相違している。
フラグＸＳは機関停止直後の１回目のパージポンプ２０運転が完了したか否かを表すフラ
グであり、機関運転中は常に、カウンタＣＴの値とともに０にセット（ステップ６１０、
６０９）され、機関停止直後のパージポンプ運転が終了したときに、ステップ６２５で１
にセットされる。また、このときカウンタＣＴの値もゼロにリセットされる（ステップ６
２３）。
【００６９】
すなわち、本実施形態では機関停止直後の１回目のパージポンプ２０の運転が終了してい
る場合には、次回からはステップ６１３から６２５を実行することなく図７のステップ６
３１に進む。
図７ステップ６３１では、ステップ６０１で読込んだ現在の冷却水温度ＴＨＷが機関停止
時の冷却水温度ＴＨＷ０より所定値Ｅ以上高くなっているか否かが判定され、Ｅ以上高く
なっていない場合には、ステップ６４３に進みカウンタＣＴの値をリセットして今回の操
作を終了する。
【００７０】
一方、ステップ６３１でＴＨＷ≧ＴＨＷ０＋Ｅであった場合には、ステップ６３３から６
３７でカウンタＣＴの値を増大（ステップ６３３）しつつ、ＣＴの値が所定値Ｄに到達す
るまでパージポンプ２０の運転とパージ制御弁１５の開弁とを行い（ステップ６３５、６
３７）、Ｄに到達したときにパージポンプの停止とパージ制御弁の閉弁とを行う（ステッ
プ６３５、６３９）。また、カウンタ値がＤに到達してパージポンプの停止を行う場合に
は、ステップ６４１で機関停止時の冷却水温度として記憶したＴＨＷ０の値を上記所定値
Ｅだけ増大させる。
すなわち、本実施形態では機関停止直後にパージポンプの運転を行い、その後は機関温度
（冷却水温度）が所定値まで上昇した場合に再度パージポンプの運転を行うようにしてい
るが、その際、パージポンプの運転を開始する温度は、前回パージポンプの運転を行った
温度より所定値Ｅだけ高く設定する。このように、機関停止中にパージポンプの作動を開
始する温度が次第に高くなるようにしているのは以下の理由による。
【００７１】
すなわち、機関停止直後にパージポンプの運転が実施され完了している場合には、機関吸
気ポートに残留した燃料のうち機関停止時の冷却水温度（ＴＨＷ０）で燃料ベーパとなる
成分は全て気化しておりベーパの形でキャニスタに回収されている。このため、機関停止
後一旦低下した機関温度が再度ＴＨＷ０まで上昇しても、残留した燃料の蒸発は極めて少
なくなり、パージポンプを運転しても燃料ベーパをキャニスタに回収することはできない
。しかし、機関温度がＴＨＷ０より高くなった場合には、温度ＴＨＷ０では気化しなかっ
た残留燃料も更に気化するようになるため、吸気通路内には燃料ベーパが充満するように
なる。そこで、本実施形態では２回目のパージポンプ運転は、冷却水温度ＴＨＷが機関停
止時の温度ＴＨＷ０より所定値Ｅだけ上昇したときに行うようにしている。
【００７２】
また、２回目のパージポンプの運転が完了した場合には、吸気ポートに残留した燃料のう
ち冷却水温度ＴＨＷ０＋Ｅ以下の温度で気化する成分は全て気化しており前回までのパー
ジポンプ運転により全てキャニスタに回収されているため、その後冷却水温度がＴＨＷ０

＋Ｅになっても燃料の蒸発はほとんど生じない。
このため、３回目のパージポンプ運転を開始する温度は前回（２回目）の開始温度より更
にＥだけ高く設定している。
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【００７３】
このように、機関停止中のパージポンプ運転を開始する温度をそれぞれ前回の開始温度よ
りＥだけ高くなるように設定することにより、実際には吸気通路に燃料ベーパが存在しな
いのにパージポンプを運転することが防止されるため、パージポンプの駆動エネルギーを
無駄に消費することが防止されるとともに、キャニスタがパージポンプの運転によりパー
ジされて大気連通管から燃料ベーパが放出されることが防止される。
【００７４】
（５）他の実施形態
次に、上記第１から第４の実施形態の変形例について説明する。
上記第３と第４の実施形態（図４から図７）では機関停止直後のパージポンプ運転の際に
、機関停止時の冷却水温度に応じてポンプの運転時間（Ｃ－Ｂに相当する時間）を設定し
ていた、この時間は吸気通路に発生した燃料ベーパの全量をキャニスタに回収するのに充
分な時間に相当する。しかし、燃料ベーパの全量を回収する際に、ポンプの運転時間をベ
ーパ量に応じて変化させる代りに、ポンプの流量をベーパ量に応じて変化させるようにす
ることも可能である。
【００７５】
例えば、図４ステップ４１３と図６ステップ６１５ではポンプの回転数は一定にして、ポ
ンプの運転時間を機関停止時の冷却水温度が高いほど長くしている。しかし、実際には機
関停止時の冷却水温度が高いほど機関停止後急激に燃料ベーパが発生し、短時間で吸気通
路からキャニスタへの燃料ベーパ回収が完了する。この場合、燃料ベーパ回収完了後も長
時間パージポンプの運転を継続すると、パージポンプから空気がキャニスタに供給される
ことになり、キャニスタに吸着された燃料ベーパがパージされ、ＣＣＶ１７から大気連通
管１８を通って大気に放出される恐れがある。そこで、例えばパージポンプの容量を燃料
ベーパの発生に応じて制御し、燃料ベーパ発生量が多い場合（すなわち、吸気通路内に高
濃度の燃料ベーパが存在する場合）にはパージポンプの容量を増大させるとともに、ポン
プの運転時間を図４、図６の場合より更に短くするようにしても良い。これにより高濃度
の燃料ベーパを短時間で回収し、その後は空気をキャニスタに送らないようにすることが
でき、キャニスタから燃料ベーパが大気に放出されることを完全に防止することができる
。
【００７６】
パージポンプの容量の調節は、例えば駆動モータに印加する電圧を変えることによって行
うことができる。この場合には、機関停止時の冷却水温度が高いほど電圧を高くしてポン
プの回転数を上げることにより、ポンプの容量を増大することができる。
また、例えば図７で機関停止後２回目以降のパージポンプ運転を行う場合も、運転開始時
の機関温度（ＴＨＷ０＋Ｅ）が高くなるほどポンプの回転数を上昇させ、その代りに運転
時間Ｄ（ステップ６３５）を短く設定するようにしても良い。更にパージポンプの流量を
変化させる際にポンプ回転数を変化させる代りに、パージ制御弁１５の開度を変化させる
ことによりポンプ流量を変化させることも可能である。
【００７７】
なお、上記第２から第４の実施形態は、図１に示したようにパージ制御弁１５とキャニス
タ１０との間にパージポンプ２０を配置した場合を例にとって説明しているが、パージポ
ンプの配置は図１のものに限られるわけではない。
【００７８】
例えば、図８はキャニスタ１０の大気ポートにＣＣＶ１７と並列にパージポンプ２０と遮
断弁２０ａとを配置した構成を示している。図８の配置では機関運転中吸気通路１に充分
な負圧が発生する場合にはパージポンプ２０は停止して遮断弁２０ａは閉弁されるととも
に、ＣＣＶ１７が開弁される。これにより、ＣＣＶ１７から大気がキャニスタ内に導入さ
れ、吸着剤５０をパージした後吸気通路に流入するようになる。
【００７９】
一方、機関運転中吸気通路に充分な負圧が生じていない場合には、ＣＣＶ１７は閉弁され
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、パージ制御弁１５とともに遮断弁２０ａが開弁され、パージポンプ２０は正転方向に運
転される。これにより、パージポンプ２０によりキャニスタ１０内に空気が圧送され、吸
着剤５０のパージが行われる。
一方、機関停止時には、ＣＣＶ１７を閉弁し、パージ制御弁１５と遮断弁２０ａを開弁し
てパージポンプ２０ａを逆転方向に運転することにより吸気通路１からパージ配管１４を
介してキャニスタ１０に燃料ベーパを回収することができる。この場合も上記各実施形態
のベーパ放出防止操作はそのまま実行可能である。
【００８０】
図９は、ベーパ放出防止操作専用のパージポンプを設けた場合の配置を示す。図９に示す
ように、本実施形態ではパージポンプ２０はパージ配管１４から分岐してキャニスタ１０
（または燃料タンク１１）に連通する分岐通路１４ａ上に配置される。また、分岐通路１
４ａの分岐通路１４ａの接続部と合流部との間には遮断弁１４ｂが配置される。
本実施形態では、機関運転中は遮断弁１４ｂは常に開弁されており、パージポンプ２０の
運転は行わない。すなわち、機関運転中のキャニスタのパージは吸気管の負圧のみによっ
て行う。
【００８１】
機関停止時にベーパ放出防止操作を行う場合には、パージ制御弁１５を開弁し、遮断弁１
４ｂを閉弁した状態でパージポンプ２０を運転する。本実施形態ではパージポンプ２０は
１方向、すなわち吸気通路１からパージ配管１４及び分岐通路１４ａを介して燃料ベーパ
を吸入し、キャニスタ１０（または燃料タンク１１）に燃料ベーパを吐出する方向のみに
運転され、逆転方向の運転は行わない。これにより、吸気通路内の燃料ベーパをキャニス
タまたは燃料タンクに回収することが可能となる。
【００８２】
（６）パージ系異常検出操作
次に、パージポンプ２０を用いたパージ系異常検出操作について説明する。本実施形態で
は、機関停止後所定時間経過後にパージポンプ２０を逆転方向に運転することにより、パ
ージ系内圧と周囲の大気との間に差圧を生じさせた状態でパージ系を密封し、密封後のパ
ージ系内圧の変化に基づいて洩れの有無を判定する。
【００８３】
例えば、図１のようにパージポンプ２０をキャニスタ１０と吸気通路１との間のパージ配
管１４上に配置した場合の構成を例にとって説明すると、機関停止後キャニスタ１０のＣ
ＣＶ１７を閉弁、パージ制御弁１５を開弁した状態でパージポンプ２０の逆転方向運転を
行うと、パージポンプ２０により吸気通路１から燃料ベーパまたは空気がキャニスタ１０
に圧送される。ところが、キャニスタ１０のＣＣＶ１７が閉弁されているため、キャニス
タ１０に流入した空気は外部に放出されないため、パージポンプ２０の運転を行うとキャ
ニスタ１０、ベーパ通路１３、及びベーパ通路によりキャニスタ１０と接続された燃料タ
ンク１１等からなるパージ系が加圧される。
【００８４】
パージ系内圧が所定の正圧になった状態でパージ制御弁１５を閉弁し、ポンプ２０を停止
するとパージ系は加圧状態で密閉される。この状態で、パージ系に洩れがなければパージ
系内圧は変化しないが、パージ系に洩れがあると洩れを通じてパージ系内の気体が外部に
洩出するためパージ系内の圧力は低下する。また、この圧力の低下速度は洩れの大きさに
応じて大きくなる。
【００８５】
従って、パージ系を加圧密閉した状態での系内圧力変化（圧力低下速度）を測定すること
によりパージ系の洩れの有無を判定することができる。
ところが、実際には、パージ系を密閉した状態では燃料タンク１１内の燃料の温度が高い
と燃料の蒸発が生じ、タンク内圧力が上昇する。このため、燃料の蒸発量が大きいと、仮
に洩れがあった場合でも燃料の蒸発による圧力上昇と洩れによる圧力低下が互いに打消し
あって圧力低下が小さくなる場合がある。
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【００８６】
そこで、本実施形態では加圧密閉状態でパージ系の圧力低下が小さい場合であっても直ち
に正常とは判定せず、次にタンク内の燃料ベーパ発生量を計測する。
燃料ベーパ発生量の計測は内圧を大気圧近傍に低下させた状態でパージ系を密閉し系内圧
力の変化（上昇速度）を計測することにより行う。系内を大気圧に維持した場合には、外
部とパージ系との圧力差が小さくなるためパージ系に穴等の洩れ部があっても外部からの
空気の侵入や内部からの気体の洩出は生じない。このため、パージ系を大気圧で密閉した
場合の系内圧力変化は燃料タンクの燃料の蒸発によるもののみになり、燃料ベーパ発生量
が大きいほど圧力変化（上昇）速度も大きくなる。
【００８７】
本実施形態では、パージ系を加圧密閉して計測した内圧低下速度が所定値より大きい場合
には直ちにパージ系に洩れ、穴などの以上が発生していると判定する。しかし、加圧密閉
下での内圧低下速度が所定値より小さい場合には、直ちに正常とは判定せず、次にパージ
系を大気圧で密閉して圧力変化（上昇）速度を計測することにより燃料ベーパ発生量の大
きさを判定する。圧力上昇速度が大きい（燃料ベーパ発生量が大きい）場合には、実際に
は洩れ、穴などの異常があるにもかかわらず燃料ベーパの影響で内圧低下速度が小さくな
っている可能性がある。従って、計測した圧力上昇速度が大きい（燃料ベーパ発生量が大
きい）場合には正常判定は行わず、判定を保留する。
【００８８】
一方、大気圧密閉下でパージ系の内圧上昇速度が小さい（燃料ベーパ発生量が小さい）場
合には、加圧密閉下で内圧低下速度が小さかったのは実際に洩れ、穴等の異常がなかった
ためと判断できる。このため、この場合にはパージ系が正常であると判定する。
【００８９】
図１０及び図１１は、上記パージ系異常診断操作の詳細を説明するフローチャートである
。本操作は、ＥＣＵ３０により一定時間毎に実行されるルーチンとして行われる。
図１０において操作がスタートすると、ステップ１００１では現在異常診断の実行条件が
成立しているか否かが判定される。
【００９０】
ここで、ステップ１００１で判定される異常診断実行条件は、（ａ）機関が停止している
こと、（ｂ）機関停止後所定の時間が経過していること、（ｃ）機関冷却水温度が所定値
以下であること、（ｄ）機関停止後異常検出操作が行われていないこと、である。
ステップ１００１の上記条件（ａ）は、本異常診断操作ではパージポンプ２０が通常のパ
ージ操作とは逆の方向に運転され吸気通路内の空気をパージ系に送ることになるため、機
関が運転中で吸気通路内に負圧が発生しているとパージ系の加圧が困難になる場合がある
ためである。
【００９１】
また、上記条件（ｂ）及び（ｃ）は機関停止後充分に時間が経過して燃料タンク内の燃料
温度が外気温近くまで低下した状態で異常診断を行うようにするためである。前述したよ
うに、燃料タンク内の燃料温度が高い場合には燃料蒸発量が大きくなり、実際にはパージ
系に洩れ、穴等の異常がない場合であっても判定が保留されてしまい正常判定をできなく
なる場合がある。一方、機関運転中は燃料噴射弁からの高温のリターン燃料が燃料タンク
に流入するため機関停止直後は燃料タンク内温度が比較的高くなっており、燃料ベーパ発
生量も大きい。しかし、機関停止後充分な時間が経過し、かつ冷却水温度が低い場合には
燃料タンク内の燃料温度も充分に低くなっているため、燃料ベーパ発生量は小さくなって
いる。このため、条件（ｂ）、（ｃ）が成立した状態で異常診断操作を行うことにより、
正常判定の機会を増大させることが可能となる。
【００９２】
更に、条件（ｄ）は、異常診断操作を何度も実行してパージポンプの駆動エネルギーが無
駄に消費されることを防止するための条件である。
上記条件のいずれか１つ以上が不成立であった場合には、本操作は直ちに終了し、異常診
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断操作は行わない。すなわち、ステップ１００１の全ての条件が成立した場合にのみステ
ップ１００３以下の異常診断操作が実行される。
【００９３】
ステップ１００３では、まず加圧密閉下でのパージ系の圧力低下速度（ΔＰＬ）の検出が
終了しているか否かが判定される。前述したようにΔＰＬの計測結果はパージ系に洩れ、
穴等の異常があるか否かの判定に使用される。
ステップ１００３でΔＰＬの計測が完了していない場合には、ステップ１００５から１０
１７でパージ系を加圧密閉した状態でΔＰＬの計測が実施される。
【００９４】
すなわち、ステップ１００５ではキャニスタ１０のＣＣＶ１７を閉弁し、ステップ１００
７から１０１１では圧力センサ３３で検出した燃料タンク１１内の圧力ＰＴが所定の正圧
Ｐ０（例えば、Ｐ０≒２０ｍｍＨｇ）に到達するまで（ステップ１００７）、パージ制御
弁１５を開弁（ステップ１００９）した状態でパージポンプ２０を逆転方向に運転する（
ステップ１０１１）。これにより、吸気通路内１内の空気がパージポンプ２０によりキャ
ニスタ１０に送られ、キャニスタ１０、ベーパ通路１３、燃料タンク１１等のパージ系が
加圧される。
【００９５】
パージポンプ２０の逆転方向運転により燃料タンク１１内圧ＰＴがＰ０に到達した場合に
は、ステップ１００７の次にステップ１０１３と１０１５とが実行されパージ制御弁１５
が閉弁されるとともに、パージポンプ２０の運転が停止される。これにより、パージ系は
加圧状態で密閉される。
そして、ステップ１０１７では圧力センサ３３で検出した燃料タンク内圧力の変化から、
一定時間（例えば５秒程度）内のパージ系内圧低下幅ΔＰＬ（圧力低下速度）が計測され
る。
【００９６】
ステップ１０１７でΔＰＬの計測が完了した場合、或はステップ１００３で既に前回の操
作実行までにΔＰＬの計測が完了していた場合には、次にステップ１０１９で圧力低下速
度ΔＰＬが所定値ΔＰＬ０（例えば、ΔＰＬ０は数ｍｍＨｇ／５秒程度の値）以上である
か否かが判定される。
ステップ１０１９で圧力低下速度ΔＰＬが、ΔＰＬ≧ΔＰＬ０であった場合には、加圧密
閉下でのパージ系の内圧低下が大きく、仮に燃料タンク１１内の燃料ベーパ発生量が多か
ったとしても更にそれを上回る洩れがあることになる。従って、この場合にはステップ１
０２１に進み、直ちにパージ系に洩れ、穴等の異常が発生しているとの判定（異常判定）
を行い、ステップ１０２３でキャニスタ１０のＣＣＶ１７を開弁して操作を終了する。こ
れにより、パージ系内圧は大気圧に復帰する。
【００９７】
一方、ステップ１０１９でΔＰＬ＜ΔＰＬ０であった場合には、加圧密閉下でのパージ系
圧力低下速度が小さいので一応、洩れ、穴等の異常は生じていないように見える。しかし
、この場合には、実際には燃料ベーパ発生量が大きく圧力上昇があるため洩れ、穴等の異
常が生じているにもかかわらず見かけ上ΔＰＬが小さくなっている可能性がある。
そこで、本実施形態では、ステップ１０１９でΔＰＬ＜ΔＰＬ０であった場合には直ちに
は正常判定は行わず、現在の燃料ベーパ発生量ΔＰＶを計測するために図１１ステップ１
０２５に進む。
【００９８】
すなわち、この場合には図１１ステップ１０２５で前回までに既にベーパ発生量ΔＰＶの
計測が完了しているか否かを判断し、完了していない場合にはステップ１０２７から１０
３１で、パージ系内圧ＰＴが所定値ＰＴ１以下になるまで（ステップ１０３１）キャニス
タ１０のＣＣＶ１７を開弁し（ステップ１０２７）、ＰＴ≦ＰＴ１になったときにＣＣＶ
１７を閉弁する。ＰＴ１は大気圧よりわずかに高い程度の圧力である。これにより、加圧
密閉されていたパージ系の内圧が低下し、パージ系は所定圧力ＰＴ１以下になった状態で
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密閉（大気圧密閉）される。
【００９９】
ステップ１０３３は、燃料ベーパ発生量ΔＰＶの計測操作である。本実施形態では、パー
ジ系を大気圧下で密閉した状態での一定時間（例えば１５秒程度）内の系内圧力上昇幅Δ
ＰＶを圧力センサ３３で検出し、この値を燃料ベーパ発生量として使用する。
上記により燃料ベーパ発生量ΔＰＶの計測が完了した場合、またはステップ１０２５で既
に前回までの操作でΔＰＶの計測が完了していた場合には、次にステップ１０３５が実行
される、燃料ベーパ発生量ΔＰＶが所定値ΔＰＶ０より大きいか否かが判定される。ΔＰ
Ｖ０は、例えば数ｍｍＨｇ／１５秒程度の値に設定される。
【０１００】
ステップ１０３５でΔＰＶ≦ΔＰＶ０であった場合、すなわち現在の燃料ベーパ発生量が
少ない場合には、ステップ１０１７で計測したΔＰＬの値は、実際に洩れ、穴等がなかっ
たために小さくなっていたと考えることができる。そこで、この場合には、ステップ１０
３７に進み、パージ系に洩れ、穴等の異常が生じていないと判定（正常判定）する。また
、ステップ１０３５でΔＰＶ＞ΔＰＶ０であった場合には、ステップ１０１７で計測した
ΔＰＬの値が小さかったのは燃料ベーパ発生量が大きいためであり、実際にパージ系に洩
れ、穴等の異常が生じている可能性がある。そこで、この場合にはステップ１０３９に進
み、正常判定も異常判定も行わず、判定を保留する。
【０１０１】
ステップ１０３７で正常判定がなされた場合、及びステップ１０３９で判定が保留された
場合とも、次に図１０ステップ１０２３が実行され、キャニスタ１０のＣＣＶ１７が開弁
され、異常診断操作が終了する。
上記のように、本実施形態では機関停止後にパージポンプを通常のパージ時とは逆方向に
運転することによりパージ系内圧と大気圧との間に差圧を生じさせている。このため、通
常のパージ時とは逆に必ず吸気通路からキャニスタに向う流れが生じる。パージ系の異常
診断は、図１の構成で言えばパージポンプを正転方向に運転してパージ系内圧を低下させ
、負圧下で密閉することによっても行うことができるが、この場合にはキャニスタから吸
気通路に向う流れが生じるためキャニスタでパージされた燃料ベーパが停止中の機関の吸
気通路に流入してしまう問題が生じる。
【０１０２】
これに対して、本実施形態のようにパージポンプを逆転方向に運転してパージ系内圧と大
気圧との間に差圧を生じさせる場合にはキャニスタから吸気通路に燃料ベーパが流入する
可能性がない。従って、本実施形態によれば異常診断時に吸気通路から燃料ベーパが大気
に放出されることが防止される。
また、本実施形態では機関停止後燃料タンク内の燃料温度が充分に低下してからパージ系
の異常診断を行うようにしているため、異常診断に対する燃料ベーパ発生量の影響が小さ
くなり、正確な異常診断が可能となる。
【０１０３】
なお、本実施形態では図２の構成を例にとって説明したが、例えば、図８のようにキャニ
スタ１０の大気ポート側にパージポンプ２０を配置したキャニスタパージシステムにおい
ても、機関停止後にパージポンプ２０を逆転方向に運転することにより吸気通路内に燃料
ベーパが流入することを防止しつつ正確な異常診断を行うことが可能となるのは図１の構
成の場合と同様である。
【０１０４】
この場合には、パージポンプ２０を逆転方向に運転することによりパージ系内圧は負圧に
なるため、図１０ステップ１０１７の操作ではパージ系を負圧密閉した状態での圧力上昇
速度ΔＰＬを計測する。また、この場合、図１０ステップ１０１９では、ΔＰＬ≦ΔＰＬ

０であるか否かが判定され、ΔＰＬ≦ΔＰＬ０であった場合には、ステップ１０２１で直
ち正常判定がなされる点、及び図１１ステップ１０３７では正常判定の代りに異常判定が
なされる点が図１０、図１１と相違するのみである。
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【０１０５】
【発明の効果】
　各請求項に記載の発明によれば、機関運転中のみならず機関停止後に吸気通路から大気
に燃料ベーパが放出されることを確実に防止可能とする共通の効果を奏する。また、請求
項８の発明では上記共通の効果に加えて更に、機関停止後にパージ系の異常診断を行う際
にも吸気通路から大気に燃料ベーパが放出されることを確実に防止可能となる効果を奏す
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を自動車用内燃機関のキャニスタパージシステムに適用した場合の実施形
態の概略構成を説明する図である。
【図２】ベーパ放出防止操作の第１の実施形態を説明するフローチャートである。
【図３】ベーパ放出防止操作の第２の実施形態を説明するフローチャートである。
【図４】ベーパ放出防止操作の第３の実施形態を説明するフローチャートである。
【図５】図４の操作のポンプ作動時間の設定を示す図である。
【図６】ベーパ放出防止操作の第４の実施形態を説明するフローチャートの一部である。
【図７】ベーパ放出防止操作の第４の実施形態を説明するフローチャートの一部である。
【図８】図１とは異なるパージポンプの配置例を示す図である。
【図９】図１、図８とは異なるパージポンプの配置例を示す図である。
【図１０】パージ系の異常診断操作を説明するフローチャートの一部である。
【図１１】パージ系の異常診断操作を説明するフローチャートの一部である。
【符号の説明】
１…吸気通路
１０…キャニスタ
１１…燃料タンク
１２…ベーパー配管
１４…パージ配管
１５…パージ制御弁
１７…ＣＣＶ
３０…電子制御ユニット（ＥＣＵ）
３３…燃料タンク圧力センサー



(20) JP 4082004 B2 2008.4.30

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(21) JP 4082004 B2 2008.4.30

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(22) JP 4082004 B2 2008.4.30

【図９】 【図１０】

【図１１】



(23) JP 4082004 B2 2008.4.30

10

フロントページの続き

(72)発明者  兵道　義彦
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内

    審査官  山本　信平

(56)参考文献  特開昭６０－１４７５６１（ＪＰ，Ａ）
              実開平０１－１１５８６４（ＪＰ，Ｕ）
              特開平０５－２７２４１７（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              F02M  25/08
              F02M  33/02


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

